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拡  
令和６年度予算額：101,300 千円 

  
少子化の主な要因である未婚化・晩婚化の解消を進めるため、やまぐち結婚応縁セン

ターを核とした結婚を後押しする取組の充実や出会いの場の拡大を図り、若い世代等
の結婚の希望を叶える環境づくりを推進。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    
 
○ やまぐち結婚応縁センターの運営 
 
🈟 出逢いませ山口大作戦の実施 

・大規模婚活イベントの開催【新規】 

［日程］令和６年 10 月（予定） 

［場所］市立しものせき水族館「海響館」 

［定員］200 人（男女各 100 人） 
 

・やまぐちﾏｯﾁﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄの実施【拡充】 
市町や企業等と連携し、県内８圏域に

おいて、マッチングイベントを実施 
 

  

 
結婚、妊娠・出産、子育て応援プロジェクト                          Ｐ３ 

  

     あなたの希望を叶える結婚応縁事業 

 

     切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業    🈟 しあわせ運ぶ妊活応援事業 
   🈟 妊産婦アクセス支援事業 
 

   🈟 やまぐち子育て応援第２子以降保育料無償化事業   🈟 保育の担い手全力サポート事業 
   🈟 こどもまんなか保育体制強化事業          🈟 こどもの発達支援体制整備事業 
 

   🈟 特定妊婦等支援環境整備事業            🈟 社会的養護のこども権利擁護環境整備事業 

   🈟 社会的養護経験者等自立サポート事業        🈟 大学等受験料補助事業 
   🈟 地域こどもの居場所づくり体制強化事業       🈟 養育費履行確保支援事業  
誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト                        Ｐ１０ 

  
   🈟 生涯現役社会づくり推進加速化事業         🈟 こどものパラスポーツ体験事業 
   🈟 災害時福祉支援体制整備事業 
 
安心を支える医療と介護の充実・強化プロジェクト                       Ｐ１２ 

  
   🈟 県立病院用地整備事業               🈟 感染症危機対応力強化事業 
   🈟 救急勤務医支援事業                🈟 持続可能なへき地医療促進事業 
   🈟 女性と働く世代のがん検診キャンペーン推進事業   🈟 ＨＰＶワクチン接種促進事業 
   🈟 訪問看護提供体制推進事業             🈟 地域医薬品提供に係るＩＣＴ活用支援事業 

 

   🈟 外国人介護留学生マッチング支援事業 
 
生涯を通じた健康づくり推進プロジェクト                           Ｐ１６ 

  

   🈟 健康やまぐち食環境整備推進事業          🈟 健口スマイル運動・口腔保健推進事業 
 
暮らしの安心・安全確保プロジェクト                             Ｐ１７ 

  
   🈟 若年層を対象とした薬物乱用対策強化事業 

あなたの希望を叶える結婚応縁事業        ＜Ｐ２５参照＞ 

結婚、妊娠・出産、子育て応援プロジェクト 

◆ 社会全体で結婚の希望を叶える取組の充実 

◆ 社会全体で結婚の希望を叶える取組の充実 

◆ 妊娠・出産・子どもの健やかな成長のための支援の充実 

◆ 「みんなで子育て応援山口県」の推進 

◆ 困難を有する子どもへの支援の充実 

◆ 高齢者・障害者等が活躍する地域社会の実現 

◆ 医療提供体制の充実・強化 

◆ 介護提供体制の充実 

◆ 県民の主体的な健康づくりの推進 

◆ 地域に密着した安全・安心活動の推進 

拡拡

拡

＜事業のポイント＞ 
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拡  
令和６年度予算額：115,174 千円 

  
安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくりを推進するため、妊産婦等を切れ目

なく支える「やまぐち版ネウボラ」の推進等、妊娠前から出産期、子育て期にわたる切
れ目のない支援の取組を推進。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

○ 妊娠・出産・子育て包括支援推進事業 

 妊産婦等を切れ目なく支える「やまぐち
版ネウボラ」の推進や、体制整備に向けた
会議の開催 

 
○ 新生児スクリーニング検査事業 

 ・先天性代謝異常等検査の実施 

 ・新生児聴覚検査の実態把握と体制整備 

 

🈟 拡大マススクリーニング検査実証事業 

 ・国の実証事業を活用し、新生児スク

リーニング検査の対象疾患（２疾患）

を拡充した検査の実施 
 

  

 

 

 

 

 

 
 
＜新生児スクリーニング検査＞ 

   

 

 

 
 

新  
令和６年度予算額：203,000 千円 

  
安心して不妊治療を受けられる環境を整備するため、生殖補助医療及び生殖補助医

療と併用して実施される先進医療に係る費用の一部を助成。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

○ 保険適用の生殖補助医療に係る自己負担分
や生殖補助医療と併用した先進医療に係る経
費に対し助成 

 

区 分 生殖補助医療 先進医療 

医療保険 保険適用 保険適用外 

対象治療 
採卵、体外受
精、顕微授精、
胚移植 等 

タイムラプス、
子宮内膜刺激
術 等 

補助対象 
保険の 
自己負担分 

治療費全額 

補助上限 ６万円／回 20 万円／回 
  

 

 

 

 
 

 

 

切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業   ＜Ｐ２６参照＞ 

しあわせ運ぶ妊活応援事業            ＜Ｐ２７参照＞ 

◆ 妊娠・出産・子どもの健やかな成長のための支援の充実 

＜事業のポイント＞ 

先天性代謝
異常等検査 

○  
○脊髄性筋萎縮症 

追加検査 

＜事業のポイント＞ 

７割 

保険者 

負担 

３割 

自己

負担 

助成対象 

１０割 

自己  

負担 

生殖補助医療 先進医療 
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新  
令和６年度予算額：9,000 千円 

  
居住地に関わらず、適切な周産期医療等の提供を受け、安心・安全に出産できる環境

を整備するため、遠方の分娩取扱施設で出産する必要がある妊婦に対して、交通費及び
宿泊費を支援し、施設までのアクセスに伴う経済的負担を軽減。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 妊婦に対する遠方の分娩取扱施設
への交通費及び宿泊費支援 

 遠方（概ね60分以上）の分娩取扱施
設で出産する必要がある妊婦に対し
て、交通費及び宿泊費を支援 

 

【対象費用】 

○交通費：往復に要した費用の８割 

○宿泊費：宿泊費用から2,000円/泊
を控除した額（上限14泊） 

【実施主体】市町 
 

 
（支援例）ハイリスク妊婦の場合 

 

 
 
 

新  
令和６年度予算額：450,731 千円 

  
少子化のトレンドを反転させるため、地域全体で子育て世帯の経済的負担の軽減を

図る新たな対策として、本県独自の保育料無償化を実施。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 第２子以降保育料無償化事業 

第２子以降の３歳未満児の
保育料について、所得制限や
扶養児童のカウント要件を設
けずに無償化を実施 

 

【開始時期】令和６年９月 

 

 

 

 

 

 

  
○保育所、認定こども園、小規模保育事業等の利用者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○認可外保育施設の利用者 

【助成限度額】 

一般認可外 42,000 円／月 

企業主導型 37,100 円／月 
 

 

妊産婦アクセス支援事業             ＜Ｐ２８参照＞ 

やまぐち子育て応援第２子以降保育料無償化事業  ＜Ｐ３７参照＞ 

◆ 「みんなで子育て応援山口県」の推進 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 
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新  
令和６年度予算額：134,423 千円 

  
保育士の確保及び定着を図るため、県内保育士養成施設の学生を対象とした返還免

除要件のある無利子貸付事業に、新たに県外養成施設の学生を対象とし、保育の担い手
の新規開拓を実施。 

 

＜事業内容＞    

○ 県内向け修学資金貸付事業 

・県内養成施設の学生に対して、返還
免除要件のある無利子貸付を実施 

 
🈟 県外向け修学資金貸付事業 

・県外養成施設の学生に対して、返還
免除要件のある無利子貸付を実施 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

区 分 県 内 養 成 施 設 県 外 養 成 施 設 

貸付件数 
100 人 

(新規・継続各 50 人) 

60 人(新規 60 人) 

※R7 以降は新規 30 人 

対象経費 
修学資金：月額５万円以内 

入学・就職準備金：各 20 万円以内 

貸付期間 ２年間を限度 

利息 無利子 

返還免除要件 
県内の保育所等で保育士として 

原則５年間従事 
 

 
 

新  
令和６年度予算額：571,461 千円 

  
保育士がこども主体の保育業務に注力できる体制を整備するため、保育士の独自加

配及び保育補助者等の配置、マネジメント支援を実施。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 保育士独自加配事業 

 配置基準を満たす職員を配置し、かつ３
歳未満児クラスへの加配を要件に、施設の
定員規模に応じた保育士の加配を支援 
 
【国の配置基準（R6.4.1～）】 

4・5 歳児 25：1 3 歳児 15：1 
1・2 歳児  6：1 0 歳児  3：1 
         ✚ 

３歳未満児クラスへの保育士加配 
 
○ 保育課題克服！人員体制強化事業 

保育補助者等を配置する施設を支援 
 ・健康支援のための看護師、保健師等 
 ・医療的ケア児への対応のための看護師 

・片付け等保育周辺業務の支援のため
の子育てサポーター     ほか 

  

 

 

 

保育の担い手全力サポート事業          ＜Ｐ３８参照＞ 

こどもまんなか保育体制強化事業         ＜Ｐ４０参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 
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新  
令和６年度予算額：12,000 千円 

  
こどもの発達が「気になる段階」から適切な支援を行うことができるよう、県内各圏

域に設置されている児童発達支援センターを中心とした、地域の障害のあるこどもや
発達の気になるこどもへの支援体制を整備。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 児童発達支援センターの専門性に
基づく支援の実施 

・発達の気になる段階からの早期の
発達支援・家族支援 

 
🈟 地域における障害児支援の質の
向上 

・地域の支援事業所への助言･指導 

・専門性向上研修の実施 

・保育所等への巡回支援 等 
 
 

  

 

 
 

新  
令和６年度予算額：12,000 千円 

  
出産やその後の育児に困難が予想される特定妊婦等への相談対応や生活支援等を行

う相談支援拠点を整備し、特定妊婦等への支援を総合的に推進。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 相談支援拠点の整備 

 相談支援拠点に支援コー
ディネーター、看護師、母
子支援員を配置し、相談対
応や生活支援を実施 

 
🈟 一時的な居場所や食事
の提供 

 特定妊婦等への一時的な
居場所や食事の提供等によ
る支援 

 

 

  

 

こどもの発達支援体制整備事業          ＜Ｐ４９参照＞ 

特定妊婦等支援環境整備事業           ＜Ｐ５０参照＞ 

◆ 困難を有する子どもへの支援の充実 

＜事業のポイント＞ 

広域

専門機関

各圏域の

中核機関

巡回支援による 支援技術の助言・指導

支援力向上 専門性向上

発達の気になる段階からの

地域の 専門的な相談支援

支援機関

通所・通園 通所

児童発達支援センター

・地域の事業所の支援技術の向上
・地域のインクルージョン推進

・質の向上のための研修会 等

児童発達支援事業所

放課後等デイサービス

保育所

放課後児童クラブ

発達障害者支援センター

連

携

児童相談所

連

携

＜事業のポイント＞ 
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新  
令和６年度予算額：10,000 千円 

  
家庭での養育が困難で社会的養護を必要とする子どもが健やかに成長できるよう、

施設入所等の措置や処遇等に関して意見を表明することを支援する体制を整備。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 子どもの意見表明等
の支援 

子どもの生活の悩み
や不満、措置内容等に関
する意見を受け付ける
相談窓口の設置や意見
表明等支援員の訪問等
による意見表明の支援 
 
 
🈟 調査審議等を行う機
関の設置 

子どもの申し立てに
基づき調査審議等を行
う機関の設置 

 

  

 
 
 

新  
令和６年度予算額：8,000 千円 

  
児童養護施設退所者等の社会的養護を経験した者の孤立を防ぎ、適切な支援につな

げるための自立支援拠点を整備し、相談対応や生活支援等の取組を総合的に推進。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 自立支援拠点の整備 

自立支援拠点にコーディネ
ーターを配置し、生活や就労
等に関する相談支援を実施 

 
🈟 相互交流の場や一時的に
滞在できる居場所の提供 

社会的養護経験者が相互交
流できる場や一時的に滞在で
きる居場所を提供 

 

 

 

 

  

 

社会的養護のこども権利擁護環境整備事業     ＜Ｐ５２参照＞ 

社会的養護経験者等自立サポート事業       ＜Ｐ５２参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 
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新  
令和６年度予算額：56,300 千円 

  
家庭の経済状況にかかわらず、全ての子どもが希望する十分な教育を受けられるよ

う、ひとり親家庭や低所得子育て世帯の子どもの進学に向けたチャレンジを後押しす
るため、大学等の受験料を補助。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 大学等受験料補助 

【対象者】 

児童扶養手当受給世帯又は
住民税非課税世帯の受験生 

【対象経費】 
大学、短大、専門学校の受験料 

【補助上限】 

 53,000 円     

 

 

 

 

  

 
 
 

新  
令和６年度予算額：37,331 千円 

  
全ての子どもが、安心・安全に過ごすことができる多くの居場所で、様々な学びや多

様な体験活動の機会に接しながら成長し、主体性や想像力を十分に発揮して社会で活
躍できるよう、「こどもの居場所づくり」に向けた市町や民間団体等の取組を支援。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 コーディネーターの配置（10 名） 
 居場所づくりに関する相談対応、現状や
課題把握、新たな居場所や担い手の発掘等   
 
🈟 居場所づくりに向けた啓発・情報発信 
 啓発セミナーの開催や優良事例の収
集、啓発ブックの作成等 
 
🈟 開設・運営に関するセミナー等の開催 
 開設・運営に関する専門セミナー、ボ
ランティアセミナーの開催等 
   
🈟 こどもの居場所づくり推進会議の開催 
 施策の企画・立案や取組の進行管理等 
 
🈟 こどもの生活・学習支援事業 
 生活習慣の習得や学習支援、食事や体
験の提供等に取り組む市町を支援 

  

 

大学等受験料補助事業              ＜Ｐ５５参照＞ 

地域こどもの居場所づくり体制強化事業      ＜Ｐ５６参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 
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新  
令和６年度予算額：6,675 千円 

  
令和４年度山口県ひとり親世帯等実態調査では、養育費を受領している母子世帯の

割合が約３割と低かったことから、ひとり親家庭の生活の安定とこどもの健やかな成
長のため、養育費の取り決めや履行確保に向けた総合的な支援を実施。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 養育費相談窓口の設置及び弁護士無料相談 

 ・山口県母子・父子福祉センターに養育
費相談窓口を設置 

 ・必要に応じて、弁護士による無料法律
相談を実施 

 
🈟 取り決め及び履行確保の支援 

【取り決めに係る債務名義作成支援】 

 ・公正証書の作成や家庭裁判所調停申立
に要する費用を補助（上限 3 万円） 

【履行確保支援】 
 ・不払い解消のための強制執行申立に要

する手続費用を補助（上限 5 万円） 
 ・弁護士に委任する際の弁護士費用（着手

金のみ）を補助（上限 10 万円） 
 

 
 

            

   
 
 
 
 

新  
令和６年度予算額：28,957 千円 

  
高齢になっても地域社会に参加し、いきいきと活躍する「生涯現役社会づくり」を推

進するため、「生涯現役社会づくり推進サポーター」を養成するほか、県版「ねんりん
ピック」を開催。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 生涯現役推進センター機能強化事業 

 ・地域の高齢者に社会参加を呼びかけ
る「生涯現役社会づくり推進サポー
ター」の養成 

 
〇 スポーツ・文化活動参加促進事業 

 ・ねんりんピック山口 2024 の開催 

 ・ねんりんピックとっとり大会への 

選手派遣 
 
 
 

  

   県生涯現役推進センター（県社協） 

研修、情報提供・相談支援 など 

     生涯現役社会づくり推進サポーター 

呼びかけ など 

           地域の高齢者 

 

           社会参加 

    

 

養育費履行確保支援事業             ＜Ｐ５７参照＞ 

生涯現役社会づくり推進加速化事業        ＜Ｐ５９参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト 

◆ 高齢者・障害者等が活躍する地域社会の実現 

＜事業のポイント＞ 

公証役場 

家庭裁判所 

母子・父子福祉センター 

地方裁判所 

弁護士 

相

談 

ひとり親

親 
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新  
令和６年度予算額：13,000 千円 

  
障害のあるこどもが、障害のないこどもとともに、幼児期から体を動かし、スポーツ

の楽しさや喜びを知ることで、自信や自立心を育み、障害のないこどもとの相互理解や
交流を促進するため、さまざまなパラスポーツを体験できる機会を確保。 

 

＜事業内容＞ 

🈟 パラスポーツ体験イベントの開催 

 ・パラスポーツ体験会の開催 

 ・パラアスリートによるエキシビションマッチ 
 
🈟 市町が主催するパラスポーツイベントへの補助 

 

＜事業イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

新  
令和６年度予算額：9,800 千円 

  
近年、自然災害が頻繁に発生し、広域で甚大な被害が生じており、ボランティア活動

等の災害福祉支援活動の体制整備が重要となっていることから、災害時における福祉
支援体制を強化するため、山口県社会福祉協議会に「災害福祉支援センター」を設置。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 災害福祉支援センターの設置・運営 

  県社協にセンターを設置し、 コーディ
ネーターを配置 

 
  災害派遣福祉チーム（DWAT）の機能
強化 

  ・チーム員への研修等の実施 

 ・DWAT の普及啓発   ほか 
 
🈟 災害ボランティアセンターの機能強化 

 ・災害ボランティアセンター運営研修 

 ・ICT を活用した災害ボランティアセン
ター運営模擬訓練 

 

  

 

こどものパラスポーツ体験事業          ＜Ｐ６２参照＞ 

災害時福祉支援体制整備事業           ＜Ｐ６７参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

ボッチャ 
卓球バレー 車いすバスケットボール 

＜事業のポイント＞ 

災害派遣福祉チーム
（DWAT)の機能強化

関係団体等

山口県市町

市町社協

災害福祉支援センター
（山口県社会福祉協議会）

災害ボランティアセンター
の機能強化

コーディネーターの配置
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新  
令和６年度予算額：637,800 千円 

  
県立総合医療センターが、将来にわたって本県医療の中核的役割をしっかりと果た

せるよう、一層の機能強化を図ることとし、新病院建設に必要となる病院用地の整備に
取り組む。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 病院用地の取得、造成設計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
   
新  

令和６年度予算額：114,020 千円 
  

新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、次の新たな感染症の発生・まん延に
よる健康危機に確実に対応するため、「山口県感染症予防計画」に基づき、関係機関連
携による保健医療提供体制の整備を始めとした、総合的な感染症対策に取り組む。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 感染症危機対応力強化事業 

・感染症医療提供体制の整備 

・環境保健センターの検査・分析体制の強化 

 ・保健所体制・機能の強化 

 ・感染症専門人材の確保養成・資質の向上 

 ・感染症危機発生時の初動対応体制の確保 
 
［関連事業］  
🈟 感染症対応力強化施設・設備整備事業 

 新たな感染症の発生・まん延時、県との
協定に基づき入院病床や発熱外来などを整
備する医療機関が、平時に感染対策として
実施する施設・設備整備への支援 
 
                など 
 

  

 

県立病院用地整備事業              ＜Ｐ７０参照＞ 

感染症危機対応力強化事業            ＜Ｐ７１参照＞ 

安心を支える医療と介護の充実・強化プロジェクト 

◆ 医療提供体制の充実・強化 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 

新たな感染症の発生・まん延時の保健医療提供体制 

感染初期から速やかに立ち上がり確実に機能
する、関係機関連携の安心・安全の体制整備 
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新  
令和６年度予算額：28,000 千円 

  
若手を中心とした医師のさらなる確保のため、医師の高齢化などにより、近年、特に

厳しい勤務状況にある救急病院等において、休日・夜間の救急医療に従事する医師の処
遇改善を支援。 

 

＜事業内容＞    

🈟 救急勤務医支援事業 

宿日直を行う医師が救急患者を診察した結果、入院による加療が必要と判断された患
者ひとりにつき、医療機関から支給される救急勤務医手当について、一部を助成 
 

区  分 内  容 

支給要件 

①救急病院・診療所（64 医療機関） 

②宿日直医師の診断による入院患者の発生 

③就業規則等への当該手当の明記 

④既存の手当の減額は不可（振替不可） 

支 給 額 診察による入院患者ひとりについて、3,000 円 

実施主体 医師に対し宿日直を命じた医療機関 

県補助率 1/3（2/3 は関係医療機関等が負担） 
 

 
 

新  
令和６年度予算額：92,699 千円 

  
山村・離島等のへき地において、限られた医療資源で持続可能な医療提供体制確保を

促進するため、「医師の確保」、「医師の養成・定着」を図るとともに、「医療資源の効率
的活用」に取り組む。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 地域医療を担う医業承継支援事業 

 ・医業承継の推進、支援事業・支援体制
を検討するための関係者連絡会議の開催 

 ・医業承継に関するセミナー、相談会の
開催、専門家の派遣 

 ・へき地における医業承継後の施設設備整
備等への補助 

 
🈟 医師少数区域等における認定医師の
勤務推進事業 

 ・医師少数区域等において、「医師少数区
域経験認定医師制度」を活用した認定医
師の研修費等補助 ほか 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急勤務医支援事業               ＜Ｐ７５参照＞ 

持続可能なへき地医療促進事業          ＜Ｐ８２参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 

持続可能な医療提供体制の確保 

【医療資源の効率的活用】 
・遠隔医療の設備整備補助により、医師 
同士によるオンラインの診療支援等を 
促進 

【医師の確保】 
・へき地における医業承継の支援 
・へき地の医師派遣体制構築 
 （医師専門人材紹介会社を活用）ほか 

【医師の養成・定着】 
・認定医師の研修費等補助 
・総合診療専門研修プログラムの研修 
 環境整備等への補助 
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新  
令和６年度予算額：12,000 千円 

  
全国で低位にある本県のがん検診受診率を向上させるため、女性のがん検診受診を

促進するＳＮＳ等を活用した普及啓発を行うとともに、職場でのがん検診の受診を促
す研修会等を実施。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 やまぐち３ ０ ７ ０
サンマルナナマル

･ピンクリボンキャンペーン 

女性のがん検診取組強化として、デジタ
ルとアナログの媒体を併用した若い女性向
けの情報発信を強化するとともに、やまぐ
ちピンクリボン月間（10 月）における普及
啓発や、30 代女性の子宮頸がん検診受診率
が 70％となることを目指す「３０７０キャ
ンペーン」等を実施 
 
🈟 大人のがん教育 

職域検診の受診を促進するため、協定企
業を対象とする研修会、事業所に対する出
張講座を開催するとともに、がん検診普及
冊子を作成 
 

  

 

 
 
 

新  
令和５年度２月補正予算額：5,128 千円 

  
女性の妊娠・出産に大きく影響する子宮頸がんへの罹患を予防するため、HPV ワク

チンの接種促進に向けた積極的な啓発活動を行い、若い世代の接種対象者やその家族
を始めとした、社会全体の意識の醸成を図る。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 啓発動画の作成、放映 

HPV ワクチン接種に関心を高めるため
の啓発動画を作成し、県ホームページや
SNS などを活用し情報発信 
 
🈟 リーフレット作成 

HPV ワクチン接種を身近に感じること
のできるリーフレットを作成し、接種対象
者への個別通知など、積極的勧奨に活用 
 
🈟 地域情報誌への特集広告 

HPV ワクチン接種の正しい知識につい
て幅広い世代に普及するため、地域情報誌
へ web や SNS と連携した特集広告を掲載 

 

 

  

 

女性と働く世代のがん検診キャンペーン推進事業  ＜Ｐ８４参照＞ 

ＨＰＶワクチン接種促進事業           ＜Ｐ８４参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 

※厚生労働省作成リーフレットより一部抜粋 

ＨＰＶワクチンについて知ってください 

～あなたと関係のある“がん”があります～ 
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新  
令和６年度予算額：12,000 千円 

  
高齢化や一人世帯の増加などに伴い訪問看護のニーズが増加する中、地域における

訪問看護提供体制の安定化と推進を図るため、「訪問看護総合支援センター」を新たに
設置し、訪問看護ステーションの活動を支援。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 訪問看護提供体制推進事業 

 ・施策推進体制の確立 

 ・訪問看護事業所開設者や管理者等を対
象とした相談窓口の設置 

 ・ナースセンターと連携した人材確保 

 ・訪問看護職員を対象とした研修体制の
整備 

 

 

 

 

 
 

  

 
 
   
新  

令和６年度予算額：5,930 千円 
  

へき地等で薬局が近くにない「薬局空白地域」においても、オンライン服薬指導など
ICT を活用したサービスを展開し、医薬品等の提供体制を構築することにより、誰もが
どこでも安心して医薬品等を使用できる仕組みづくりを推進。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 ＩＣＴを活用したオンライン服薬指導
等の実施 

医療関係者等の意見を踏まえ、さまざまな
ケースごとに、オンライン服薬指導を実施。 

 ・へき地でのオンライン診療の取組との
連携 

 ・巡回診療、出張診療所等におけるオン
ライン服薬指導 

 ・一般用医薬品のオンライン販売・相談
対応 

 
🈟 へき地の医薬品提供に係る調査・研究 

へき地の医薬品提供に係る課題や先進事
例を調査し、薬局空白地域における提供体
制の構築に向け、ＩＣＴ活用と対面サービ
スを組み合わせた対応策を検討 
 

  

 

訪問看護提供体制推進事業            ＜Ｐ８９参照＞ 

地域医薬品提供に係るＩＣＴ活用支援事業     ＜Ｐ９０参照＞ 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 

へき地等での ICT を活用した医薬品提供を支援 
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新  
令和６年度予算額：9,260 千円 

  
介護ニーズが拡大する中、質の高い介護人材の安定的な確保に向け、ベトナム・ビン

ズン省と連携し、外国人介護留学生と施設のマッチング及びフォローアップにより外
国人介護人材の受入れ促進、就労の定着を図る。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 ベトナム・ビンズン省と
連携した外国人介護留学生
の受入れ 

留学希望者と施設等との
マッチング、受入れ支援及び
入国後の留学生と施設への
フォローアップ 

・受入れを希望する施設
向けセミナーや留学希望
者に対する現地説明会
の開催 

・留学希望者と施設等との 
面談の実施 

 

  

 
 
 
 
 
 

新  
令和６年度予算額：7,000 千円 

  
“食”をめぐる環境が多様化する中、不規則な食生活や栄養バランスの偏りなどによ

り、肥満、糖尿病等の生活習慣病が増加しているため、新たに民間事業者等と連携し、
健康寿命の延伸に向けた栄養・食生活に関する取り組みを推進。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 健康的で持続可能な食環境づくり推進事業 

 ・産学官連携による食環境づくり推進体制
の整備 

 ・やまぐち健康応援団による食環境づくり
の強化 

 
🈟 働く世代の食生活改善推進事業 

 ・働く世代の食生活改善の推進 
 ・事業所と連携した減塩の実証 
 
🈟 次世代の生活習慣病発症予防事業 

 ・次世代の生活習慣病発症予防対策 
 ・民間団体等による食育への補助 
 

  

 

外国人介護留学生マッチング支援事業       ＜Ｐ９６参照＞ 

健康やまぐち食環境整備推進事業         ＜Ｐ９８参照＞ 

◆ 介護提供体制の充実 

生涯を通じた健康づくり推進プロジェクト 

◆ 県民の主体的な健康づくりの推進 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 
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新  
令和６年度予算額：41,295 千円 

  
本県独自の県民運動である「健口スマイル」運動の推進のため、これまでに引き続き

官民連携による取組を進めるとともに、生涯を通じた歯科口腔保健施策の展開とイン
クルーシブな歯科口腔保健の実現を図る。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 生涯を通じた歯科口腔保健施策の展開 

 ・小児口腔機能発達不全対策事業 
・学校歯科保健対策事業 

 
🈟 インクルーシブな歯科口腔保健の実現 

 障害者施設・介護施設における、
①訪問歯科健診、②口腔ケア、③施
設職員を対象とした研修会による
人材育成を三位一体で推進 
 
🈟 健口スマイル運動運営事業 

 ・県民大会の開催等の健口
スマイル運動の運営経費 

 ・健康やまぐち２１歯科保健
分科会の開催 

 ・歯科疾患実態調査 
 

  

 
 
 
 
 
 

新  
令和６年度予算額：6,075 千円 

  
近年、若年層を中心に全国的な大麻検挙者数の急増や市販薬を乱用するオーバード

ーズが問題化していることから、若年層に対する薬物乱用対策をより強化するため、大
学生等と協働の下、デジタルツールを活用し、より効果的な対策を実施。 

 

＜事業内容＞  ＜事業イメージ＞    

🈟 大学生に対する薬物乱用防止教
育・啓発の充実・強化 

 大学生及び関係機関と協働の下、デ
ジタルツールを活用し、大学生向けの
教育コンテンツを作成、配信 
【内 容】①薬物乱用の基礎知識、 
     ②科学的知見に基づいた 
            薬物の危険性（有害性） 
 
🈟 薬物情勢の変化に応じた啓発動画等の発信 
 若年層を取り巻く薬物情勢の変化
に応じた啓発動画等を作成し、SNS 等
の若年層に訴求性の高い媒体で啓発 
 

  

 

健口スマイル運動・口腔保健推進事業      ＜Ｐ１０２参照＞ 

若年層を対象とした薬物乱用対策強化事業    ＜Ｐ１０６参照＞ 

暮らしの安心・安全確保プロジェクト 

◆ 地域に密着した安全・安心活動の推進 

＜事業のポイント＞ 

＜事業のポイント＞ 


